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学長メッセージ

　放送大学はこれまでも地域に展開した学習センターを拠点として、さまざまな形で

地域貢献を推進してきました。2012年度には本学の教職員を構成員とする地域貢献研

究会を立ち上げ、大学としての地域貢献の可能性を議論しました。議論のなかで見え

てきたのは、本学の強みである以下の3点を活かした地域貢献事業を推進するという

ことです。

１．全国に展開する知の拠点（50か所の学習センター、７か所のサテラ

イトスペース）

２．即戦力のある人材（約９万人の社会人学生とそれをサポートする880
人以上の学習センター教職員）

３．強力な教育情報システム（全国に展開する放送授業・面接授業・公

開講演会など）

　

本学の学生の多くは、全国に展開する各学習センターのもとで学んでいます。本学

の調査によれば、その中には既に地域のリーダーとして活躍中の人たちが多数おられ

ます。2013年度は、本学の学習センターが中心となりこれらの人たちの活動を支援し、

さらにそれに続く新しいリーダーを養成するために、地域のニーズに応える21件の地

域貢献プロジェクトを立ち上げました。

　これらのプロジェクトを通して、地域の発展に貢献するとともに、21世紀の日本を

リードする人材を輩出することを願っています。

放送大学学長　岡部　洋一
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はじめに

○経済・社会が高度化・グローバル化する中、地域の発展を図る上で、「知の拠点」と

しての大学による地域貢献に大きな期待が寄せられている。教育基本法及び学校教

育法においては、大学が果たすべき役割として、学術研究、人材育成に加え、教育

研究の成果を広く社会へ提供することが位置付けられており、政府の答申等におい

ても、地域再生の核となる大学づくりの重要性が改めて指摘されている。こうした

政府の状況も踏まえ、放送大学における地域貢献の現状の把握と今後の取組につい

て検討を進めるため、2012年 11月に「放送大学における地域貢献研究会」が設置

された。

○2012年11月の設置以降これまで本研究会を５回開催し、放送大学の地域貢献の在

り方等について議論を行ってきた。各地域の所長、専任教員等により、本学の地域

貢献について議論を行うことは初めてのことであり、本学の地域貢献を推進してい

く上で必要な様々な知見及び視点を獲得することができた。同時に、本学で地域貢

献を推進していく上での課題も明らかになった。そこで、本研究会の成果をここに

報告させていただくとともに、これが、今後の放送大学における地域貢献の推進の

一助に資することを期待したい。





第１章　放送大学における地域貢献とは何か

１．本学に求められる地域貢献

　まず、放送大学における地域貢献について触れる前に、政府の答申等から本学に求

められている地域貢献について考えてみたい。現在、大学は地域に開かれ、地域に密

着した取り組みが盛んに求められている。2012年６月に文部科学省が公表した「大学

改革実行プラン」にも「地域再生の核となる大学づくり」がうたわれており、地域の

大学の人材育成機能、地域社会との連携、生涯学習機能を強化することの必要性が掲

げられている。大学が地域の一員としての役割を果たすことが求められている中で、

以下の通り、政府の答申等からは、放送大学に期待されている役割の大きさを読み取

るこができる。

（１）生涯学習分科会

2011年６月に発足した第６期中央教育審議会生涯学習分科会では、「生涯学習社会の

構築」の中心的な役割を担う社会教育行政の今後の推進の在り方について、集中的に

審議を行った。そして、2012年１月に審議内容を「第６期中央教育審議会生涯学習分

科会における議論の整理」として取りまとめた。

　

その中で、地域における課題解決に向けた学習の重要性を指摘し、放送大学の活用の

有効性について言及されている。

（前略）地理的・時間的制約を受けにくい特長を有する放送大学の活用も有効であり、

平成23年10月には、ＣＳ放送から世帯普及率が高いＢＳデジタル放送に移行するな

ど、大学教育を受ける機会の一層の拡大を図ってきたところである。今後は、ＩＣＴ

の進展をはじめとする昨今の急激な社会状況の変化も踏まえ、多様化するニーズに対

応するための環境整備の検討や、地域における課題解決に向けた学習の重要性を踏ま

え、地方公共団体や他大学等とも連携し、少子高齢化、防災、環境、健康等の課題に

対応した科目の充実、地域リーダー育成等のために学習センターを活用した公開講演

会等の充実を図ることも望まれる。

（２）第２期教育振興基本計画

教育基本計画は、教育基本法（2006年法律第120号）に示された理念の実現と、我

が国の教育振興に関する施策の総合的・計画的な推進を図るために政府として策定す

る計画（同法第17条第１項）であり、2013年６月14日に第２期教育振興基本計画が

閣議決定された。

その中では、社会人の学び直しの機会として時間的・空間的制約がなく学ぶことの

できる放送大学等の科目の充実等が記述されるなど、放送大学に対する期待は大きく

なっている。
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13－５ 社会人の学び直しの機会の充実

・スキルアップ・職種転換などのキャリアアップや再就職（出産等により一度離職

した女性の再就職など）などの再チャレンジを目指す社会人の学び直しをはじめ、

多様なニーズに対応した教育の機会を充実するなど、大学・大学院・専門学校等

の生涯を通じた学びの場としての機能を強化する。このような観点から、イノベー

ションの創出を支えるプログラムや、就職や円滑な転職等につながるような実践

的なプログラムを教育機関と産業界等との協働により開発することを通じて、大

学・大学院・専門学校等における社会人の受入れ等を推進する。また、社会人の

大学等での学習については、時間的・経済的制約が課題となっている状況を踏まえ、

企業等の理解の促進を含め、環境整備を行う。さらに、時間的・空間的制約がな

く学ぶことが可能な放送大学をはじめとした通信教育を行う大学における科目の

充実等を一層進める。

20－４ 地域における学び直しに向けた学習機能の強化

・大学等の高等教育機関は、本来、地域における生涯学習の拠点としての機能を有

しており、その自主的な判断の下、生涯学習センター等も活用しながら、地域支

援人材等を養成する人材認証制度の整備や学び直しの場としての公開講座の充実

等、機能強化を促進する。

・また、テレビ・ラジオ放送による授業を実施し、各都道府県に学習センターを設

置している等の特性を有する放送大学が、地方公共団体や他大学等と連携した授

業科目や公開講演会等の充実を図り、社会人等が学びやすい学習環境を整備する

ことを促進する。

２．放送大学における地域貢献の位置づけと取り組み

　次に、これまで、放送大学では地域貢献をどのように位置づけてきたのか整理したい。

また、各学習センターでの取り組みを振り返ることで、放送大学における地域に係わ

る様々な取り組みについて紹介する。

（１）これまでの放送大学における地域貢献の位置づけ

Ⅰ．アクションプラン2012
アクションプランは、放送大学の中長期的な将来ビジョンを示したものであり、教

職員・学生・その他関係者がビジョンを共有するためのものであるが、アクションプ

ラン 2012は、岡部学長のもと、2012年５月に作成されたものである。その中で、学

習センターにおける地域リーダー育成支援と地域貢献の重要性がうたわれている。

（学習センターの地域リーダー育成支援と地域貢献）

多くの人々が高齢化する地域社会、多様化・高度化する地域社会など、地域社会の変

化に対応しなくてはならない中で、学習センターを地域の生涯学習の拠点として位置

づける。学習を支援する場としてのみならず、地域の人々の「居場所」として、学習

センターが役割を果たすべく、広い視座に立って面接授業、公開講演会、研修旅行な

どの活動を企画するとともに、地域との連携を図るサークル活動なども支援する。さ
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らに、豊かで暮らしやすい社会、多様な人々が共生できる社会の形成に取り組める地域

リーダーの育成支援にも努力するなど、超高齢社会における本学学習センターの新たな

役割を模索する。

Ⅱ．第２期業務運営計画（2010年４月～2016年３月）

2003年10月に新しい放送大学学園法が施行され、放送大学学園の設置形態が、特

殊法人から法律に基づく特別な学校法人に移行したことにより、自主性・自律性が向

上し、民間的な発想に基づく経営手法の活用による効率的な運営が求められることと

なった。

  このことを踏まえ、本学園は、国民の広範で多様な学習ニーズによりきめ細かに対

応し生涯学習・遠隔高等教育・教養教育の中核的機関としての放送大学の役割を十分

に果たしていくため、業務運営計画を策定している。

Ⅰ　教育機能の強化・充実に関する事項 

　３．学習センターの機能の充実 

（３）地方公共団体や関係機関等と連携しつつ、公開講演会やオープンキャンパスの開

催や施設の地域開放、同窓会活動の支援等を積極的に推進することにより、地域におけ

る生涯学習拠点としての機能を充実させる。

Ⅱ  業務運営の改善及び効率化に関する事項 

　４．大学広報の充実と地域貢献活動の推進 

（２）学習センターを中心として、地域の生涯学習に対するニーズに適切に対応するこ

となどにより、地域貢献活動を積極的に推進する。

Ⅲ．放送大学大学院博士後期課程設置について

放送大学は、2013年５月30日に、文部科学省に大学院博士後期課程の設置認可申

請を行った。その「設置の趣旨等を記載した書類」の中で、以下の通り、地域貢献に

資する人材育成の必要性が記載されている。

１．設置の趣旨及び必要性

（１）放送大学大学院博士後期課程教育の目的と人材養成

② 放送大学の人材養成と地域・社会貢献

―地域社会・職場等の課題に取り組む「俯瞰力を備えた高度な社会人研究者」―

１．地域社会・職場等の現代的な諸課題の解決

（前略）現在の日本では、現実に地域社会・職場等で生活し働く人々、つまり「社

会人」が直面する諸問題をさまざまな連携と協働を通して理解し、解決していくこ

とができる取り組みと仕組み作りが強く要請されている。同時に、そうした社会人を、

高度な調査・分析力、研究力を持ち、各分野での政策立案とその実施に関わる能力を

備えた人材として育成する高度な教育機会も社会的に強く求められているのである。

換言すれば、現代の日本社会では、地域社会・職場等における課題解決にむけた取り
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組みとそれを支える十分な俯瞰力あるいは実践力を備えた高度な社会人研究者、“新し

い公共”ともいうべき地域社会・職場等の各分野における政策を担いリードしていくこ

とのできる中核的な人材の育成が重要な課題となってきているのである。

放送大学では、これまでも学部と修士課程において、地域・職場等の具体的諸問題

に取り組む実践的課題解決に資する能力開発と研究の機会を提供し、成果を上げてきた。

その基盤の上に、博士課程を設置して地域社会・職場等の課題解決をリードする中核的

な社会人研究者を育成し、質の高い地域貢献を図るものである。

（後略）

つまり、放送大学の博士課程の学生に期待されることは、まさに地域をリードする中

核的な人材になることであり、質の高い地域貢献を実現することが期待されているの

である。

このように、放送大学の博士課程設置構想は、設置申請過程での指摘からもうかが

えるように、個々バラバラの専門教育の寄せ集めを超えた、組織としての共通理念に

基づく具体的な教育、研究の実践が今後の大きな課題である。その組織的統合の理念

となるのが、生涯学習・地域貢献の理念であり、放送大学の教える側の研究と学生の

研究が、生涯学習・地域貢献の視点でどのように連携し、成果を出すかが今後問われ

ることになる。

その観点から整理すると、今後の博士課程の教育においては、教員自身が生涯学習・

地域貢献という視点での学生の指導であることを強く意識し、学生の問題関心をその

ような博士課程の目的に結び付けて指導をしなければならない。研究面でも、自らの

これまでの専門の研究に、生涯学習・地域貢献という新たな視点を付加して、成果を

上げる努力が必要だと考える。放送大学の学部を含む全教育体系において、それぞれ

の科目が、生涯学習・地域貢献の視点での研究の深化を反映した内容を持つものとな

ることが放送大学に課せられた使命ではないかと考える。

（２）2013年の各学習センターにおける具体的な取り組み事例（学長裁量経費Ⅲ（学習

センター支援）における地域貢献）（資料１参照）
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第２章　地域貢献研究会のまとめ

１．地域貢献研究会での主な議論

以上のように、放送大学では、全都道府県に学習センター等を配置し、学生の学習

支援をするとともに、公開講演会の開催等を通じて、地域に根差した取り組みを行っ

てきた。しかし、これらの取り組みは千差万別であり、かつ各学習センターや一部の

積極的な教員の活動に依存しており、放送大学として「地域を中心に位置づけた」積

極的な取り組みが十分に行われてきたとは必ずしもいえない。また、放送大学におけ

る地域貢献活動とは一体どういったものを指すのかという明確な定義はなく、アクショ

ンプラン2012に基づいた各学習センターの創意工夫に応じた取り組みを相対的に地域

貢献活動と位置付けてきたにすぎない。このことは、様々な「地域貢献」の解釈を生

みだしてしまい、本学の地域貢献活動を語る際には、議論の食い違いが起きる可能性

をはらんでいる。

そこで、本研究会では、なぜ、放送大学に地域貢献活動が必要なのか、放送大学に

地域貢献を位置づける意義は何かについて整理を行い、放送大学における地域貢献と

は何かについて議論を重ねてきた。

議論を進める中で、浮かび上がってきた放送大学の強みは、全国に発信できる「放送」

であり、かつ全国50ヶ所ある学習センター、そして、何より学生の多くが社会人であ

るということである。これらの強みを活かした放送大学における地域貢献活動とは何

かという観点から、議論が進んだ。

＜地域貢献研究会での主な意見＞

○すでに地域リーダーとして活躍されている人が放送大学の学生にもなっている。そ

ういう方が、修士論文等を書くことが、放送大学にとって大きな地域貢献ではないか。

○放送大学には、地方の大学が持っていない「放送」という最大の武器がある。全国

に発信できる力がある。それを社会連携というテーマに対して発信できるようになっ

た上で、地域の学習センターとタイアップして、両輪として回っていければ、他の

大学にはできない新しい形の社会連携・地域貢献が見えてくるのではないか。

○学長裁量経費で採択されたものを含めて、それぞれの学習センターが提案したもの

を集めて、これが地域貢献だと宣言して集める。これまでに放送大学で培ってきた

事業もデータとしてまとめてはどうか。

○大学に集積されている専門知識である「知」を地域の問題解決に役立てることを「地

域貢献」といっている。地方分権を見据えて、地方分権の理念に貢献する活動が「地

域貢献活動」であると考えている。放送大学の「知」は何かというと、教職員の企

画力や専門知識、学生（卒業生も含む）、物的な資産、図書、放送・ネット通信網が

ある。それらを使っていかに地域の問題解決にあたるかということが地域貢献では

ないか。
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学習センターができることは、①地域のニーズをできるだけ尊重し、それに見合

う貢献を行う。②教職員の企画力を活用すること。県も地元大学もやらないことを、

アイデアを出して取り組む。地域の文化資源の発掘をして、市民の皆さんに伝えて

いく。つまり、地域資源の発掘、開発とそれを地域活性化につなげる人材の養成である。

では、本部は何をすべきか。各学習センターのケーススタディを、理論的な地域

貢献の授業料目として放送を通じて、カリキュラムの中に位置づけていただければ、

理論と実践の双方通行で、地域貢献をやっているとみられる。

○大学の「知」を社会に還元することは大学の「社会貢献」。センターが個別に様々な

活動を行うことは、「地域貢献」。

○地域社会への貢献が地域貢献。地域社会を構成する要素は、組織・住民・自然と人

工物（環境）・総体としての文化、経済等。その諸要素の現状をよりよくする様々

な活動が地域貢献。多くの大学が取り組むのは、地方の企業への技術援助という組

織とか経済で、大学の知を使って地域の現状を良くする取り組みであり、それには

理論と実践の貢献という両面がある。放送大学でいうと、実践は学生が行っている。

理論的な活動は、教育そのものであり、教養を高めること。加えて、放送大学には、

放送を通じて全国の関心を持っている人に共通の知識を提供できる手段があり、全

国を対象としたある種の地域貢献を実施することができ、そこに学習センターの様々

な活動を通じて実践していくことが可能ではないか。

２．放送大学にどのような地域貢献機能が必要か

　このように、地域貢献研究会では様々な視点から議論を行ってきた。まず、「放送大

学にどのような地域貢献機能が必要か」を考える際に意識しておくべきことは、他の

国立大学法人に求められている地域貢献との違いである。放送大学と他の国立大学法

人との大きく違う点は、学生の多くが社会人であることであり、すでに地域社会に根

付いている人達が圧倒的多数を占めているということである。放送大学には、生涯学

習の中核的役割が期待されており、大学の目的には「生涯学習機関として、広く社会

人に大学教育の機会を提供すること」と書かれているように、放送大学は社会人を広

く対象とした開かれた大学ということである。つまり、放送大学はもともと「社会に

開かれた大学」であり、これまで行ってきた放送大学の取り組みそのものが地域との

密接にかかわる活動であるといえるのである。

一方で、国立大学法人では、ある特定の地域への活動は、教員の実践への参加が前

提とされており、放送大学の地域貢献の実践部分がある特定の地域に限定されてしまっ

た場合、他の国立大学法人に匹敵するだけの成果を上げることは非常に難しい。

しかし、各学習センターがもつ情報を全国的に共有し、相互の活動に横の連携を付け

ることができれば、その意義をより大きなものとすることができる。放送大学の本部

がその横のつながりの中心となることによって、放送大学は他の国立大学法人の持た

ない強み、各論的実践のみならずそれを集約し、比較検討し、体系化するという強み
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を持つことができるのである。各学習センターにおける様々な個別実践活動の経験を、

本部が集約し、各学習センターにおいて全国における活動の情報の共有を可能にする

と同時に、そこに張り付いた教員が地域貢献の個別課題の成功・失敗事例を分析し、

各センターからの相談に対する助言機能を果たし、それを個々の教員の研究に反映す

ることができれば、放送大学の地域貢献は例を見ない、ユニークなものとなりうる可

能性を秘めているのである。

　

また、前述の通り、放送大学の役割は生涯学習にあることは言うまでもないが、生

涯学習の目的は従来の「国民一人ひとりが文化的で充実した生涯を送るための学習」

から「個人の自発的な学習にとどまらず、学んだ成果を地域活動や社会参加活動に活

かすこと」へと移行してきている。したがって放送大学にとって、その教育成果の出

口として、地域貢献が必須であることは言うまでもない。この点において他の国立大

学法人の行う地域貢献と本質的に異なる。すなわち、「地域貢献は行うことが望ましい

こと」ではなく、「放送大学の存立基盤に関わること」である。

３．放送大学における地域貢献の定義

　以上の点を踏まえ、本研究会では放送大学における地域貢献を以下の通り、まとめ

ることとする。

Ⅰ . 放送大学における地域貢献とは　

アクションプラン2012に掲げてある通り、本学の目指すべき方向は、「卓越した教

育型大学」となることであり、各教員の研究成果に立脚しながら、教育を前面に打ち

出した教育型大学となることが、基本的な目指す方向である。そして、大学に集積さ

れている専門知識である「知」を地域の問題解決に役立てることこそが、まさに「地

域貢献」であると考えられる。

放送大学の「知」は何かというと、教職員の企画力や専門知識、学生（卒業生も含

む）、物的な資産、図書、放送・ネット通信網等様々な要素が考えられるが、それらを使っ

ていかに地域の問題解決にあたるかということが地域貢献につながるといえる。

そして、放送大学が従来より行ってきた教育事業を通して、教育や学びを通じた①

地域人材の育成、及び②地域の活性化を成し遂げるといった２つの方向性こそが本学

の目指すべき課題だと考えられる。

そこには、「全国に学習センターを 50ヶ所持っている放送大学として考えること」

と「それぞれの拠点になっている学習センターが考えること」の両面の課題が存在し、

本部が行う放送授業と各学習センターが独自に取り組む面接授業をどう組み合わせる

かということもあわせて考えていく必要がある。（資料２参照）

Ⅱ . 本部の役割（使命）と学習センターに求められる地域貢献

 　では、本部に求められる役割と各学習センターに求められる地域貢献とは何かにつ

いて整理したい。一言で地域貢献といっても、地域貢献活動には、理論と実践の両面

が存在する。「理論的な活動」とは、教育そのものであり、教養を高めることである。
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加えて、放送大学には、放送を通じて全国の関心を持っている人達に共通の知識を提

供できる手段があり、全国を対象としたある種の地域貢献を実施することが可能なの

である。本学は、放送による授業を行うことができる日本で唯一の大学である。放送

により、全国に対し一律かつ同時的に講義を提供できる点は、本学が他大学との差異

性を強調する上で、一番の大きな特徴だろう。放送大学の本部に期待されている役割

とは、まさにこの理論的な活動であり、放送大学における地域貢献活動を理論的に位

置づけ、各学習センターの取り組みを整理し、放送等の手段を使って全国に発信して

いくことが求められていると考える。

一方で、「地域貢献の実践部分」は、まさに各学習センターの取り組みそのものであり、

また、すでに多くの学生が実践しているのである。放送大学の学生は既に社会や地域

で活躍している社会人層が大半を占めており、20歳前後の学生がほとんどを占める一

般の大学とは、学生の質が大きく異なる。この特徴を強化し、地域リーダーまであと

一歩のところの学生の背中を学びによって後押しすることで、地域貢献への参画へと

つなげることが重要となってくるのではないかと考える。

４．地域貢献研究会を受けた本部からの発信

（１）エキスパート科目の創設

2014年度には、地域貢献研究会の発案に基づいて、地域社会に存在する複合的な問

題に取り組む人材を育成することを目的として、「地域貢献リーダー人材」認証を新設

することとなった。これまでの既存プランは、特定の分野に特化した知識を提供する

ものであったが、本プランは、複数の分野にまたがる学際性の強い内容となっており、

本学の求める地域リーダー育成の理論的な一助なることを期待して創設されたもので

ある。本プランは、地域社会における課題に対して主体的に取り組むリーダーとなり

得る人材の育成を目的とし、地域の課題解決に資する科目の学習と、課題の解決を実

践する組織づくりの担い手の育成に資する科目構成を目指す。

本プランは、地域貢献研究会が責任主体となって横断的に科目の新設改廃等の検討

を行っていくこととなるが、放送大学での授業体系を通じて、放送大学の教育を受け

た学生が地域リーダーとして地域で活躍できる人材となる教育が行われることが必要

であり、今後は「地域貢献」諸課題を対象とする科目の新設を含めた教育の充実につ

いても検討すべき点である。（資料３参照）

（２）HPの立ち上げ

　第３回地域貢献研究会での意見を踏まえて、2013年８月末に地域貢献研究会のweb
サイトを立ち上げた。このwebサイトの立ち上げにより、放送大学の真の強みである

全国の50ヶ所ある学習センターの取り組みを一か所に集約し、その情報を全国で共有

し、相互の活動に活かしていくため、集約した情報を発信していくことが可能となる。

今後は、webサイトの充実を図ることで、各学習センターでの取り組みの一助につな

がることを期待したい。
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【放送大学地域貢献 web サイト】　URL：http://www.ouj.ac.jp/pj/
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第３章　放送大学における地域貢献の推進に向けて（今後の課題と方向性）

１．予算

　2013年度においては、アクションプラン2012に掲げられた「学習センターの地域リー

ダー育成支援と地域貢献」の実現に向けて、学長裁量経費Ⅲ（学習センター支援）で

の支援を行ってきた。しかし、2014年度からは、本学の発展に寄与すると考えられる

教育上あるいは大学運営上で評価しうるプロジェクトに対し、資金的に支援すること

を目的とした、学長裁量経費Ⅰ（プロジェクト支援）の中で、支援をしていくこととなっ

た。このことにより、これまでは学習センター単位でしか申請ができなかったが、本

部の教職員まで、応募が可能となるため、全学的に地域貢献活動の取り組みを進めて

いくことが期待される。

２．組織体制及び事務体制

以上のように、放送大学において、地域貢献を推進していくことは、大学としてのミッ

ションである。資料１の学長裁量経費によるプロジェクト報告書を見ても明らかなよ

うに、放送大学では、これまでも地域と密接にかかわった多くの取り組みを行っている。

そのため、放送大学が今後、地域貢献活動を推進していくため必要なことは、具体的

な事例の「集約」であり、それを踏まえた課題整理及び分析といった「体系化」の作

業であり、そして、全国50ヶ所ある各学習センターにその情報を「共有」していくといっ

た一連の流れである。このことは、アクションプラン2010にもある通り、「放送大学は、

学習者が社会の中で蓄積してきた「経験」と、学問が研鑽してきた「知識」とを、互

いにフィードバックをかけることによって融合させ、新しい教養の知識体系を構築す

ることによって、知識循環型の高等教育機関を目指す」ことに通ずるものである。こ

のように、地域貢献活動の実践によって、学習者の経験と学問の知識を融合させる「知

識循環のプラットフォーム（共通基盤）」としての高等教育機関を実現することが可能

になると考える。放送大学による意識的・組織的・継続的地域貢献の実施が放送大学

の更なる発展に大きく寄与すると考える。

　

そのためには、事務組織体制のバックアップは必要不可欠である。まさに、情報の「集

約」、「体系化」、「共有」といった一連の流れを遂行していくためには、情報の分析が必

要であり、教員と事務局が一体となった取り組みが不可欠である。今後、放送大学の

強みを活かす戦略を描き、その実現に向けた本部と各学習センターの連携や積極的な

情報発信をしていくためには、地域貢献の諸課題を中心に担当する事務局の整備もあ

わせて検討を行っていくことが必要である。

３．まとめ

以上のように、地域貢献活動を放送大学の中核においた取り組みとして推進し、本

研究会の提言内容が具体的にかつ継続的に実行されるように、引き続き検討を行って

いく必要がある。しかし、放送大学では、地域貢献研究会の設置を契機に、地域貢献

活動の議論を加速させてきたものの、地域貢献研究会は2012年11月に設置されて以降、

５回の開催にとどまっており、さらなる実績を積み、放送大学における地域貢献につ

いて先導的役割を果たしていくことが求められる。そのため、2014年度においても地

域貢献研究会が中心となった地域貢献の諸課題について議論を進めていくこととする。
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これらを踏まえ、2014年度以降議論していくべき事項については、以下の通りまとめ

ることとする。

① 第２章４．（１）にある通り、2014年度から「地域貢献リーダー人材」認証を新設

するこことしているが、地域貢献研究会が責任主体となって横断的に科目の新設改

廃等の検討を行っていくことになっている。そのため、来年度においては、地域貢

献研究会がエキスパート科目を含めた、放送大学における地域貢献の推進役として

の役割が期待されるため、2014年度においては、引き続き、地域貢献研究会が主

体となった議論を進めていく。

② 引き続き、学長裁量経費により地域貢献活動を予算的に支援する環境を作り、それ

らを中心とした事例を収集することで、放送大学地域貢献webサイトの充実を図る。

③ 今後の教員における取り組みとして考えられる例としては、地域貢献研究会の構成

員である専任教員が主体となり、学長裁量経費Ⅰ（プロジェクト支援）での予算獲

得を目指しつつ、放送大学における地域貢献のモデルケースを確立できるように検

討を進めることも一つの方策であると考えられる。
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資料１

各学習センター実施の地域貢献プロジェクト

報告書

北海道学習センター

岩手学習センター

山形学習センター

埼玉学習センター

千葉学習センター

東京文京学習センター

東京多摩学習センター

富山学習センター

福井学習センター

岐阜学習センター

静岡学習センター

近畿ブロックの学習センター

奈良学習センター

和歌山学習センター

岡山学習センター

山口学習センター

香川学習センター

高知学習センター

九州・沖縄ブロックの学習センター

熊本学習センター

鹿児島学習センター

（ウェブサイト：http://www.ouj.ac.jp/pj/ より）
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資料２

地域に関連する面接授業科目一覧
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資料３

科目群履修認証制度（放送大学エキスパート）

地域貢献リーダー人材育成プラン



92



資料４

地域貢献研究会構成員リスト



所属 氏名 専門分野

座長 副学長 小寺山　亘 海洋工学

副学長 來生　新 法律学

専任教授 宮本　みち子 社会学・生活経営論

専任教授 奈良　由美子 生活環境学

専任教授 河合　明宣 農業経済学

北海道学習センター　所長 筑和　正格 社会学・ドイツ文学

山形学習センター　所長 飯澤　英昭 経済学（国際経済学・カナダ経済・加米関係）

埼玉学習センター　所長 菅野　峰明 人文地理学

静岡学習センター　所長 髙木　敏彦 園芸学

和歌山学習センター　所長 竹内　昭浩 情報工学

高知学習センター　所長 石川　充宏 金属造形　鍛金

熊本学習センター　所長 﨑元　達郎 構造工学、地震工学、維持管理工学

総合戦略企画室長 島　竜一郎

学務部長 松谷　治

学習センター支援室長 妹尾　剛
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